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②支払基金への番号取得申請
実施機関は、健診・保健指導の
結果データを送付するために、健
診・保健指導機関番号（手引き5-6
参照）が必要不可欠。

機関番号は、支払基金にて一元
管理することから、支払基金（機
関所在地の都道府県支部）へ付
番申請。

既に保険医療機関番号を取得し
ている機関であっても、健診・保
健指導を受託する機関か否かを
判別するため、申請（使用する番
号は保険医療機関番号）

支払基金は、支払基金のホーム
ページに公開する市町村別の実
施機関リスト（機関名や機関番号、
連絡先等の一覧）に届出のあっ
た、情報公開しているホームペー
ジアドレスを掲載。

保険者は、支払基金ホームペー
ジに掲載されている機関が委託
可能機関であると類推できる。

(保険医療機関の場合の届出様式)
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③⑤保険者（グループ）との契約調整・契約
保険者（単体あるいは団体、集合契約のグループ）は、実施機関との契約内容・単価等の
協議調整を行い、概ね2月頃までに契約書の細部を完成（標準契約書への加筆）。

国保ベースの集合契約の場合は、市町村国保の委託先と、市町村国保の委託内容・単価
を参考にしながら調整し、概ね2月頃までに契約書をセット。

年度が替わればセットされている契約書へ調印（遅くとも4月中まで。契約日は4月1日付）

集合契約の場合は契約書の写し(PDFファイル等)を全関係者(保険者・実施機関)が共有

保険者からの受託による実施に向け、以下のような準備を必要に応じ行う。

要員（専門職や事務職等。①で公開した以外に新たに追加する場合のみ）の確保、必要な
研修等による育成

健診データファイル(国の標準様式)の生成や結果データ管理等のためのパソコンやソフト
ウェア等の整備・操作訓練

健診・保健指導に必要な機材等の準備

④受託体制（要員・機材等）の準備

⑦受診者や保険者からの照会対応
保険者が、受診者からのクレーム等に基づき、必要に応じ、契約先機関に関する資料収
集や疑義照会を行う場合、これに対応（説明や資料提供等。
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⑧請求・データの作成や送付
委託基準に従い、実施機関は、国の定める標準的なデータファイル仕様に沿って、実施結
果及び請求のデータファイルを作成し、代行機関や保険者に送付しなければならない。

主なファイルの作成方法としては、(1)各機関の保有する既存システムの改修、(2)作成ソフ
トの購入、(3)無料ソフトの利用、(4)外注による代行入力、が考えられる。

特定健診情報の
交換用基本情報
ファイル

特定健診
情報ファイル

（健診結果データ）

特定保健指導
情報ファイル

（保健指導結果データ）

決済情報ファイル
(特定健診分）

決済情報ファイル
(特定保健指導分）

特定保健指導情報の
集計情報ファイル

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

受診者情報で同一
受診者のファイルを
紐付け

特定保健指導情報の
交換用基本情報
ファイル

特定健診情報の
集計情報ファイル
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参考：実施機関による代行入力機関への外注（一例）

実施機関
医療機関など

代行入力機関
○共同利用施設
○地域医師会
○入力専門業者
○民間検査会社など

・代行入力（質問票／理学的検査）
・検査結果取り込み
・判定処理
・結果通知書類作成（３枚複写）
・保険者提出データ作成

市町村国保

政管・健保・共済など被扶養者など

代行機関（支払基金等）（集合契約）

受診券
利用券

被保険
者証

受診券
利用券

受診券
利用券

被保険者証情報
受診券・利用券情報
（被保険者住所）

検査結果(質問票含む)
検査オーダ（検査会社が入力機関の場合）
医師の判断（詳細な健診理由・コメント等）

結果
通知

（医療機関用）
控えとして保管する、あ
るいは実施機関から保
険者に送付する場合

各種報告

決済データ
健診データ等

決済データ
健診データ等

（代行入力ソフトに必要な機能）

決済データ
健診データ等

検査機関
※代行入力しない場合

紙

（検査結果データ）

検査
オーダ

結果
通知

国保加入者

（検査結果）

（受診者用）
代行入力機関から
直送する場合

原則は実施機関から代行機関へデータを送付する
が、場合により、可能ならば実施機関に代わり代行
機関へ請求を直送するサービスも考えられる
（但し医療機関毎の電子署名が必要なオンライン送
付は困難）

紙

決済データ
健診データ等
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代行機関

被保険者（加入者）

事業者 医療保険者 医療保険者

国・都道府県支払基金

健診機関健診機関

被保険者（加入者）

被扶養者に対して
特定健康診査・特定保健
指導を行った医療保険者

異動先の医療保険者

労働安全衛生法等に
よる健康診断

健診受診票（券）等
を提示

特定健康診査
特定保健指導

健診データ
ファイル（記録）

（被扶養者） （被扶養者）

市町村等の集合健診等

異動

従前の医療保険者を
特定できる情報の提供

説明と同意

問合せ
健診データファイル
（記録の写し）

健診・保健指導の
記録管理台帳

対応表

（法第15条）（法第142条）

１

２

３

4

健診データ
ファイル（記録）

健康診断の
記録の写し

（法第27条）

（法第22条、25条）

（法第27条）

（法第26条）

（法第28条）

（法第22条、25条）

※ 法とは『高齢者の医療の確保に関する法律』

５
実施状況報告

医療保険者

参考：健診データの流れ
＜主な流れ＞
①健康診査実施機関・保健指導実施機関→[必要に応じ、代行機関]→
医療保険者

②（被扶養者の健診を行った）医療保険者→（被扶養者所属の）医療保
険者

③（異動元の）医療保険者→（異動先の）医療保険者
④労働安全衛生法に基づく健診を実施した事業者→（当該労働者所属
の）医療保険者

⑤医療保険者→国、都道府県、支払基金（実績報告等）
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請求・決済の基本ルール

①受診（利用）時の基本的なルール

健診機関・保健指導機関は、受診者（利用者）が被保険者証と受診券（利用券）を持
参し、両者の内容等が一致し問題がないことを確認した上で、サービスを提供する

健診機関・保健指導機関において、受診券等に記載された内容と異なる検査・
請求を行った場合（記載されていない上乗せ検査を行い、その費用の一部を請
求した場合等）

取り扱い想定されるケース

保険者の責任・負担とし、保険者
は定められた費用を機関に支払
い、保険者が受診者（利用者）に
請求。

健診機関・保健指導機関において、受診券（利用券）と被保険者証を確認したも
のの、そのいずれかが不正なものであった場合（資格喪失していたものの保険
者が回収していなかった場合や、精巧に偽造又はコピーされたものであった場
合等）

健診機関・保健指導機関において、受診券（利用券）と被保険者証を確認しな
かった場合（加入者が受診券又は被保険者証を忘れてきた場合において、当該
機関の判断で受診を認めた場合等）

当該機関の責任・負担とし、保険
者からは支払わない（機関は全額
を受診者（利用者）に請求）。

集合契約における
標準的な契約書に明記し

統一ルール化

以上を前提として、以下のようなケースが発生した場合は、それぞれの標準的な取扱を
次のように定める

※被保険者証と受診券が揃うと受診可能なことから、今後は、これまで以上に資格喪失
後の被保険者証の早期回収が重要となる。
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（再開の案内・意思確認をし、再開を促した上で）そこまでの特定保健指導
の実施実績に応じた費用の支払いを行う。

期間の途中から参加しなく
なった（脱落した）場合

特定保健指導の期間（３～
６か月）中に、被保険者資
格を喪失した場合

資格喪失時点で利用停止とすることとし、保険者は、資格喪失を把握した時
点で、保健指導機関にその旨を連絡するとともに、そこまでの特定保健指導
の実施実績に応じた費用の支払いを行う。

※上記の取り決め例は集合契約において統一的に定めておくルールであり、個別契約においては、
決済回数や支払額については各契約において自由に定められるものである 。

②特定保健指導の基本的な決済ルール

以下の2回払いを基本とする
1回目＝初回面接後（金額は面接費用分とするか、それよりも多く/少なくするかは契約条件
による）
2回目＝最後の評価終了後（金額は1回目の残額だが、契約条件に従った額なので、実施分
の費用や成果契約等さまざまな形態が考えられる）
※国保ベースの集合契約の場合は、1回目と2回目の請求額の比を、動機付け支援＝８：２、
積極的支援＝４：６を標準としている（標準契約書にて定めている）
※自己負担分は、終了時の実績評価を対面で行わない場合もあることから、初回面接時に全
額徴収（1回払い）

1回目と2回目の間に終了した場合の決済ルールは次のようにする

※初回面接時に全額徴収した自己負担分は、実施分に応じ返金
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⑨代行機関の点検・支払等

①支払代行や請求等の事務のために健診機関・保健指導機関及び保険者の情報を管理する機能

②簡単な事務点検のために契約情報・受診券(利用券)情報を管理する機能

③健診機関等から送付された健診データを読み込み、確認し、保険者に振り分ける機能

④その際に契約と合っているか、受診資格があるか等を確認する機能

⑤特定保健指導の開始と終了を管理する機能

⑥請求、支払代行等の機能

代行機関のサービスとしては、多様なものが考えられるが、主に以下の機能が備わ
る予定

送付されたデータファイルの中身を機械的にチェックし、必要な検査項目が実施され
ているか、請求額に誤りがないか、記載漏れがないか等を確認

問題がなければ保険者に送付され、保険者にて確認後、請求額が代行機関に振り込
まれる。代行機関は実施機関に請求額を支払。
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健診データ
（特定保健指導）

各健診機関

各保健指導
機関

健診機関
保健指導機関
管理データ

健診データ
（特定健診）

支払代行
データ

請求
データ

保険者別
健診データ

返戻分
健診データ

受診券
データ

契約等
データ

上限下限
データ

健診データ
ファイル
（特定健診）

健診データ
ファイル
(特定保健
指導)

健診データ
ファイル
（保険者別）

健診データ
ファイル
（返戻）

健診データ
ファイル
（返戻）

送付

登録

代行機関

【月次】

送付

保険者
データ

送付

送付

登録確認

受診券
発行番号
ファイル

支払明細 請求明細

①保険者、健診機関等
情報管理機能

②契約情報等管理機能

③健診データ読込・
確認・振分機能

④契約・受診資格
等確認機能

⑤特定保健指導の
開始・終了管理機能

⑥請求・支払代行等機能

登録
(例)

代行機関における事務点検の全体イメージ(標準的な一例)

各保険者

健診機関の通
信環境により、
随時の送付と
月次の送付が
ありうる。
(集合契約の契
約書に明記)

各健診機関各健診機関

各保健指導
機関

各保健指導
機関

健診機関の通信
環境により、随
時の送付と月次
の送付がありう
る。


